
総 合 評 価 チ ャ ー ト 図 （動力炉・核燃料開発事業団〔現核燃料サイクル開発機構〕の事業内容の分析と評価）

（海外の動向）国 【事業主体】
英米独で原型炉、仏で実証炉閉鎖など開発は停滞状況←経済性・核不拡散

↓
新しい動力炉の開発 動 動力炉事業 ↑ （国の開発計画）

原
子 力 多額の開発費 （平成６年長期計画）（平成９年原子力委員会決定） 研究開発に要する費用とその成果を明ら
力 設 立 の投入
開 国のプロジェクト 炉 2030年ごろ商業炉 → 実用化時期柔軟に対応 かにし、その妥当性を論議していくことが゛
発 として推進 (S 42) ←
利 ・ 出資金累計 ↑ 必要
用
長 出資金 開発費 → 核 ２兆4,000億円 規模の違いあるが軽水炉の６倍の建設ｺｽﾄ(もんじゅ)
期 ↑ ↓ ↓ ↑
計 燃 ↓ 開発中
画 補助金 管理費 → 高速増殖炉開発 これまでに１兆 500億円の出資金を投入料 事業資産 ・軽水炉並みの経済性の達成には、飛躍的な技術水準の
(S 36) 向上が必要

在来型導入炉の国産化 開 8,500億円 もんじゅ運転経費（性能試験等含む） 206億円 (H6')

発 欠 損 金 → ・高速増殖炉の実用化のためには、今後とも多額の公的
軽水炉の３倍強の発電ｺｽﾄ 資金の投入が必要事 １兆6,000億円 見通し立たず

↑ 新型転換炉開発 ↓業 研究開発成 コスト高により ・一方、開発が成功するならば、ウランの効率的利用の
果等は会計上 実証炉建設中止 実用化は困難 実現など、多大かつ先駆的な成果が得られる団 資産計上され 再処理事業
ず

現核燃料 成功 （事業団改革の内容） ↓
使用済燃料再処理 技術の開発に成功 民間商業施設 ・

サイクル （事業収入も大） 具体的操業予定 間もなく
民間移行可能 新 法 人 の 事 業

開発機構 開発中
高速増殖炉再処理技術開発 これまでに 900億円の出資金を投入 ・ ・高速増殖炉開発 ・将来的に核燃料サイク

中 ・核燃料開発 ルの中核を成す研究開発
開発中 核 ・再処理技術開発 としての位置付け

環境技術開発 これまでに 600億円の出資金を投入 ・ 的
事 ・高レベル放射性廃 ・環境保全上、残された
業 棄物処理処分技術 最重要課題としての位置 ←

核燃料事業 開発 付け
（環境技術開発）

現状で見通し立たず
ウ ラ ン 探 鉱 採算性評価 9/97プﾛジｪｸﾄ うち事業化１ そ ・使用済燃料再処理 ・民間移行後の技術支援

事業化率低い の の観点から継続
他

技術の開発に成功 間もなく
（採算性あり） 全面的に民間移行 成功 ↑

ウラン濃縮開発 ↓

民間商業プラント 撤 退 事 業
既に稼働中 ・ →

・ 新型転換炉開発
開発中 ・ ウラン探鉱

核 燃 料 開 発 これまでに4500億円の出資金を投入 ・ ウラン濃縮開発

（改革を促す要因）

↑
閣議決定／特殊法人の整理合理化（Ｈ７．２） 事業の見直し／新法人への改組 (Ｈ10.10)

自民党／動燃の抜本改革について（Ｈ９．２）

↑
平成７年、９年相次ぐ事故の発生


